



























































































































あるいは補助金で代替されると考える。さらに、図中で Sは供給曲線、 Dは需要曲線、 Tは支払
意志額、 Eは均衡点、を示している。
先ず、農民により持続可能な農業が経営され本来の里山が維持されている状況では、アメニテ

































































p np p np 
p na、na 一α、。 p nα. na -a， 。
I np (l+n)α， (n -1)α 0， 。 I np (1+n)α-x， (n -1)α -x， 。
(注)p: Pay， np: Not pay (注)p: Pa仏 np:Not pay 














どの変化に対する支払意志額 (willingnessto pay)や受入補償額 (willingnessto accept) を評価する
仮想的市場評価法 (CVM: Contingent Valuing Method)や②豊かな景観に恵まれた地域などを訪れ
たいと思う訪問者とそのための訪問者の支払意志としての旅行費用額の関係から利用価値を評価








カニズムを導入することは困難であるが、ここでは以下の 3つの原則 (OECD (1999)) を適用し
てアメニティの保存による地域活性化対策について考える。
①受益者支払原則 (BPP:Beneficiary Pays Principle) :アメニティの範囲の規制が可能な場合には、
私的財としてその受益者に料金を課すことが可能である。
②消費者支払原則 (CPP:Consumer Pays Principle) :アメニティの受益者がアメニティ関連商品(例
えば、農林産物など)を消費する場合に、商品に対する課税を通じて間接的にアメニティの
供給コストに対する支払いを行うことが可能である。
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